
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項 平成１７年度から期末・勤勉手当を７．５％独自減額している。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、○年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

教　育　職

経験年数２０年

172,200

高　校　卒

大　学　卒

経験年数１５年

大　学　卒

140,100高　校　卒

356,000 386,500

-

一般行政職

区　　　　分

232,400

大　学　卒

経験年数１０年

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

国北海道

-

159,285 172,200

129,592 140,100

-

浦臼町区　　　　　分

140,100

172,200 178,340

137,640

271,000

300,979類似団体

平均給与月額

平均給与月額

400,000

397,316

319,400

42.9

国 41.1

41.7

325,113

356,322

浦臼町

北海道

40.3 288,342

41.8 354,388

34.7 275,700

320,039

410,517

279,700

平均給料月額平均年齢

平均給与月額

（国ベース）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

392,700

376,548

387,506

類似団体 351,543

43.9 328,169

―

浦臼町

北海道

区　　分

一般行政職 293,000

教　育　職 - --

-

--

2



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

１　浦臼町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注）平成１９年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

課長、室長、議会事務局長、農業委員
会事務局長、教育次長の職務

6

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

12.8

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

0.0

　　　　　　　　％

7

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

9

構成比

　　　　　　　　人

0

18 38.3

　　　　　　　　％

14.9

（注）

５　級

２　級

定型的な業務を行うの職務

３　級

１　級

課長補佐、主幹、技術長、農業委員会
事務局次長、教育委員会事務局主幹
の職務

標準的な職務内容

６　級

区　　分 職員数

　　　　　　　　人

特に高度な知識又は経験を必要とする
業務を行う職務

１　主査、主任教諭の職務

２　係員で極めて高度の知識若しくは
経験に基き特に困難な業務を行う職務

　　反映実績なし。
　　平成１９年度に人事評価制度検討委員会を設置。
    平成２０年度から試験評価開始。

19.1

14.9
４　級

7

　　　　　　　　人
係長、副園長、社会教育主事の職務

１級
0.0%

１級
5.6%

１級
21.0%

２級
12.8%

２級
13.2%

２級
28.1%

３級
38.3%

３級
34.0%

３級
17.6%

４級
14.9%

４級
20.8%

４級
10.5%

５級
19.1%

５級
9.4%

５級
8.8%

６級
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６級
14.0%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

3  月分  月分 3  月分  月分 3  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、独自削減後（７．５％カット）の支給割合である。

　【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　なし） ・定年前早期退職特例措置（２％から２０％加算）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％17.5

85

主な支給対象業務

係 長 職 2%

特別職・課長職

8,589

主 幹 職

59.28

59.28

47.50

59.28

33.50

47.50

59.28

23.50 23.50

3%

蜂（スズメ蜂）の駆除作業

手当の種類（手当数）

左記職員に対する支給単価

日額1,000円

日額1,000円

月額2,000円

支給実績（平成１９年度決算）

手当の名称

10

野犬の捕獲等

7,727支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

１人当たり平均支給額（１９年度）

国浦臼町

1.45

―１人当たり平均支給額（１９年度）

伝染病の疑いのある患者の救護等 日額500円

日額1,000円

変死者の遺体を収容等

26,052

1.5

国

30.55

浦臼町 北海道

4%

1.45

1,386 1,672

41.34

2.775 1.341

　　反映実績なし。
　　平成１９年度に人事評価制度検討委員会を設置。
　　平成２０年度から試験評価実施。

30.55

41.34

・役職加算　５～２０％（Ｈ21～23は3分の1を減額）

33.50

伝染病防疫救治作業手当 福祉担当職員

主な支給対象職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

防災業務 日額250円

59.28

59.28

日額1,000円死体処理手当 福祉担当職員

滞納処分手当 税務担当職員

危険手当 防災担当職員

除雪作業手当 庁舎管理担当職員 建設機械等による除雪作業 日額250円

危険物取扱い作業の保安監督 月額500円

町税滞納処分 日額500円

施設の環境衛生上の維持管理

有害獣駆除手当 農政担当職員 有害獣（狐）の捕獲等

犬取扱作業手当 環境衛生担当職員

蜂駆除手当 環境衛生担当職員

建築物環境衛生管理技術手当 庁舎管理担当職員

危険物貯蔵所取扱手当 庁舎管理担当職員
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

-

退職した日から起算して１月以内

- -

千円

配偶者13,000円等

745,000

859,000

248,000

268,000

勤続１年当たり月数5.313支給

勤続１年当たり月数3.355支給

4.50

副 議 長

307,000

663,000

105,122千円

130,953

54,466千円

千円

千円

379,222

82

支給実績（平成１９年度決算）

片道５キロ以下2,000円等

課長8％・主幹6.4％（定額）

7,734

異なる内容

扶養手当 同

153

支給実績（平成１８年度決算）

3,821

内容及び支給単価
国の制度

通勤手当

管理職手当

寒冷地手当

同

同

同

同

持家6,000円等住居手当

扶養親族なし14,580円等

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１８年度決算）

町 長

97,000

議 員

副 議 長

町 長

副 町 長

議 員

副 町 長

収 入 役

報

酬

（参考）類似団体における最高／最低額

収 入 役

町 長

- -

614,000

692,000

-

427,500

との異同

給

料

区 分

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１９年度決算）

手　当　名
（１９年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額

6,878

給 料 月 額 等

435,500798,000

　　（19年度支給割合）

236,000

197,000

212,000

退職した日から起算して１月以内

　　（19年度支給割合）

4.50

115,000251,000

177,000

165,000

収 入 役

備　　　　考

議 長

退
職
手
当

期
末
手
当

副 町 長

議 長 150,000

なし

（１９年度決算）
支給実績

220,968

なし 327

なし

6,518

なし

5,370

5,310

なし

国の制度と
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

9

1 2

-1

4

-26 8

退職による15 17

05 5

3 3 0

4 0

-2

0

職 員 数

平成20年

その他

57

合　　計

小　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

57

[         83        ］

小　計

＜参考＞

198.00

235.83

総務

2

退職による

退職による

＜参考＞

211.01

177.91

162.33

衛生

-6

0

0

教育部門

-5

民生

農林水産

51

計
48

商工

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

一
般
行
政
部
門

土木

43

77

議会

税務

普
通
会
計
部
門

2

平成１9年

[         83        ］ [　　0　　］

-663

6 6

66

対前年
増減数

主な増減理由

8

＜参考＞

-1 退職による

0
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（2)年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在）

　

職員数
0

人 人

1 4

27歳

人

59歳

3158 4 2 8

35歳 55歳43歳 47歳 51歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳31歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳52歳48歳44歳32歳 36歳28歳

～ ～

40歳

～ ～～
20歳 20歳 24歳

区　分

未満
～

23歳

565 6 0

人人 人

計

0

5

10

15

20

25

30

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１８年４月１日～平成２３年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）平成２３年４月１日現在における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１８年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

※平成２１年１月に定員適正化計画を改正しています。

9

△ 1

1

63

△ 2

57

2年目

48

△ 2 △ 5

66 54 △ 12

職員数 職員数

平成17年4月1日

18.2

42

△ 9

職員数 66 65

△9　（75％） △ 12

―計

増減

教　育

増減

増減

職員数

△8　（89％）

51 50 43

△ 1

数値目標計画始期

公 営 企 業 職員数

一般行政 職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

１８年 （参考）

平成23年4月1日 純減数 純減率

計画期間

始　期 終　期

平成18年4月1日 平成23年3月31日

等 会 計

１年目

10

計

１７年

数値目標

12人の純減

２０年１９年

1（△100％）

8

△ 1

6

0

3年目

△ 1 △ 6

― 8

△2　（100％） △ 2

4

△ 1

54

0

10

増減 0

5 5

―

―6
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